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産学連携の現状と 展望 

 
 

平成 ]4 年 ]0 月文部部材学舎研究 琳 暁達 棄 連携 課 

背景 
0 知識社会の到来 づ 産学連携への 期待 

問題点 
0 大学における 優れた「 知 」の創造活動 

・理工系分野論文教，ノーベル 

0 しかしながら、 

・競争的環境の 整備、 国の戦略的取組みの 不足 

・大学の組織としての 産学連携への 消極性 

・ 企 粟の研究開発の「自双主義」 
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  産学官連携施策の 経緯 

H7  「科学技術基本法」制定 

H8  科学技術基本計画策定 

Hl0 「大学等技術移転促進法 (TLO 法 ) 」制定 

承認 TLO  づ 27 機関 [ 平成 ]4 年 4 月 ] 

特許出願 数づ 2, 361 件 [ 平成 14 年 3 月 ] 
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Hll 「産業活力再生特別措置法」制定 

Hl2 「産業技術力強化法」制定 

づ研究成果活用企業との 役員兼業 
89 人承認 [ 平成 14 年 9 月 27 日 

H13 第 2 期科学技術基本計画の 策定 

H13 ～ 14 連携の機運 ( 産学官連携サミットなど ) 

産学連携と大学の 意識改革 

国立大学等における 産学連携の取り 組み 
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大半を起点とする 日ホ経済活性化のための 構造改革プラン ( 平成 ]3 年 6 月 ) 
0 世界 仮 Ⅰ 水 簗の大学作り 

(D) 軒伍に笘 づく 舶争 原理の 伍畦 
( 幻   
(3) 民の弗牡を活かした 新しい経営システム ヘ転棋 

0 人材大臼のⅠ 造 
(D) 世界に運用するプロフェッショナルの 育成 
(2) 社会，Ⅰ用のま 化に対応できる 人材の育成 

0 都市・ 地 枯の再生 
(1) 年甫， 地朋と 一休となった 大学への転換 
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文部科学番の 産学官連携の 俺 要 ( 平成 15 年度仮葬要求予算 ) 

0 産学 連拐 の 届 実な推進 

・マッチンバファンドに よ る共同研究推進 ( 全集と同レベルの 研究俺の捷快 ) 

・大学究ベンチャ 一期 出 支援 ( ベンチャー今案が 期待できる研究への 支援 ) 

，ま学官達 拐 支援ウ乗 ( 大学への産学 迫拐 コーチ ィ ネータ配置 ) 

0 知的付 ま撰 賂の推進 

，大学知的 肋ま 本部 ( 知財のマネジメント 牡鹿の付与 ) 

・ 技伍 移転支援センター ( 海外持辞など 特許 取 待の支援 ) 

0 地牡 科学技 綺 推進 
，知的クラスター 飢成 ヰ案 
  都市エリア産学 連楳 促進 ウ集 
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知的クラスタⅠ 倉的 式事業実施地域 
・自治体が主体的に 卒業計画を策定 ・大学等を接とした 産学連携体制 

・産学官連携事案の 葉中的な展開 

●札幌地域 ●大阪地域 ( 彩 れ )                                                                     

Ⅰ仙台地域 Ⅰ神戸地域       ●クラスター 地牡         
    

●長野，上田地域 Ⅰ広あ 地域 
  

i ロクラスター 拭行 地域     

●浜松地域 ●高松地域 
  

Ⅰ 京 林地取 Ⅰ北九州学術・ 研究都市地域 

●関西文化学術研究都市地域Ⅰ福岡地域 

こ宮出・高岡地域 ロ 岐阜・大垣 地壌 

口金沢地域 ロ毎島地域 

もガ 6 

哲 Ⅱ 打 エリア産学官連携促進事業地域 
自治体 治 体の主体性、 地域の何 桂 発揮を重視し ，特定の領域に 特化 

●八戸エリア ●神岡中部エリア ( 静岡市・清水市・ 焼津市 ) Ⅰ大分史夫エリア 

●北上川淀 域 エリア ● 豊桶 エリア Ⅰ鹿児島市エリア 

●山形・米沢エリア ●大阪，和泉エリア ( 堺市・和泉市 ) 

●郡山エリア ●播磨エリア 

● 霞ケ浦甫 新興堺市エリア● 宍 道湖，中海エリア   
@ 

@ 
@ 

 
 

真
正
㍉
 

、
 

町
 

庄
 

里
 

 
 

 
 

ア
 ●
 

リ
 
 
 

市
 

 
 

妓
生
 棄
 

筑
棉
千
 

  7 

一 217 一 



8 

産学連携の今後の 課題 
お互いの役割の 違いを明確にし、 互いにプラスになるようなパートナ 

ーシップが必要大学の 主体的、 租 億曲取組を進めるために 

1) 国 公私立大学を 通じた競争的環境の 整備 
づ 競争的資金の 増 ぬ ， coE の形成等 

2) 大学の自主、 自律性の向上 
づ 国立大学法人化、 私学税制改正等財政基盤整備等 

3) 産学連携のルールの 整備 
～柔軟な契約 世 行の確立、 知的財産の取扱・「利益 相反 」 

問題へ対処等 

4) 産学連携関係の 組織・人材の 強化 
づ海外出願支援等 TI 」 0 活動強化、 専門家の育成・ 確保等 
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